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平成25年の青森県の雇用失業情勢について

担
　
当

青 森 労 働 局 職 業 安 定 部

平 成 26 年 1 月 31 日 ( 金 ) 職 業 安 定 部 長 荒 原　勝 行

午 前 8 ： 30 解 禁 地方労働市場情報官 鎌 田　彰 吾

      ○有効求人倍率（原数値）は０．６９倍で、前年と比べて０．１０ポイント上昇。 

      ○新規求人倍率（原数値）は１．０２倍で、前年と比べて０．１３ポイント上昇。 

①平成25年平均の有効求人倍率（原数値）は0.69倍で、前年の0.59倍を0.10ポイント上回った。 

②平成25年平均の新規求人倍率（原数値）は1.02倍で、前年の0.89倍を0.13ポイント上回った。 

③平成25年平均の新規求人数（原数値）は9,269人で、前年の8,512人に比べ8.9％増加した。 

 新規求人を産業別で前年（年計）と比較すると、鉱業、採石業、砂利採取業（25.0％増）、建設業（15.9％増）、電気・

ガス・熱供給・水道業（26.1％増）、情報通信業（15.8％増）、運輸業、郵便業（0.8％増）、卸売業、小売業（16.0％

増）、学術研究、専門・技術サービス業（4.8％増）、宿泊業、飲食サービス業（9.7％増）、生活関連サービス業、娯楽業

（18.5％増）、医療、福祉（12.8％増）、複合サービス事業（7.3％増）、サービス業（12.7％増）で増加し、農、林、漁業

（11.1％減）、製造業（6.3％減）、金融業、保険業（18.9％減）、不動産業、物品賃貸業（1.4％減）、教育、学習支援

業（2.4％減）、公務・その他（14.1％減）では減少となった。 

 製造業の内訳をみると、繊維工業（1.2％増）、窯業・土石製品製造業（22.1％増）、金属製品製造業（11.0％増）、生

産用機械器具製造業（32.3％増）、電気機械器具製造業（42.1％増）、情報通信機械器具製造業（69.7％増）、輸送用機

械器具製造業（58.5％増）等で増加し、食料品製造業（7.2％減）、印刷・同関連業（10.2％減）、プラスチック製品製造業

（46.7％）、業務用機械器具製造業（30.6％減）、電子部品・デバイス・電子回路製造業（48.8％減）等では減少した。 

 新規求人数（年計）の上位5業種をみると、①医療・福祉、②卸売業・小売業、③建設業、④サービス業、⑤宿泊業、飲

食サービス業の順となり、前年の順位と変動はなかった。 

④平成25年平均の有効求人数（原数値）は22,670人で、前年の20,106人に比べて12.8％増加した。 

⑤平成25年平均の新規求職申込件数（原数値）は9,125件で、前年の9,588件に比べて4.8％減少した。 

⑥平成25年平均の有効求職者数（原数値）は32,774人で、前年の34,293人に比べて4.4％減少した。 

⑦平成25年平均の就職件数は3,285件で、前年の3,390件に比べて3.1％減少し、平成25年平均の就職率は36.0％で、前年の

35.4％を0.6ポイント上回った。 
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第１表　一般職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

人 ％ 人 ％ 倍 件数 ％ 人 ％ 倍 件数 ％ ％ 件数 ％ ％

平成20年 37,687 ▲ 5.2 15,932 ▲ 14.0 0.42 11,178 ▲ 4.3 7,015 ▲ 12.9 0.63 3,111 ▲ 9.1 27.8 2,866 ▲ 7.6 40.9

平成21年 42,302 12.2 12,096 ▲ 24.1 0.29 11,453 2.5 5,849 ▲ 16.6 0.51 3,162 1.6 27.6 2,958 3.2 50.6

平成22年 38,752 ▲ 8.4 13,719 13.4 0.35 10,728 ▲ 6.3 6,567 12.3 0.61 3,293 4.1 30.7 3,079 4.1 46.9

平成23年 37,078 ▲ 4.3 16,022 16.8 0.43 10,299 ▲ 4.0 7,214 9.8 0.70 3,363 2.1 32.7 3,153 2.4 43.7

平成24年 34,293 ▲ 7.5 20,106 25.5 0.59 9,588 ▲ 6.9 8,512 18.0 0.89 3,390 0.8 35.4 3,194 1.3 37.5

平成25年 32,774 ▲ 4.4 22,670 12.7 0.69 9,125 ▲ 4.8 9,269 8.9 1.02 3,285 ▲ 3.1 36.0 3,100 ▲ 2.9 33.4

24年 1～ 3月 35,806 ▲ 5.6 18,595 19.8 * 0.54 10,665 ▲ 6.7 8,502 22.6 * 0.84 3,158 9.2 29.6 3,009 9.0 35.4

 4～ 6月 37,434 ▲ 8.2 19,590 42.7 * 0.59 10,632 ▲ 7.1 8,407 27.2 * 0.89 3,927 7.3 36.9 3,717 7.1 44.2

 7～ 9月 32,201 ▲ 9.6 20,948 25.5 * 0.60 7,831 ▲ 9.2 9,109 16.7 * 0.90 3,256 ▲ 7.3 41.6 3,057 ▲ 6.2 33.6

10～12月 31,731 ▲ 6.7 21,291 17.3 * 0.61 9,221 ▲ 4.7 8,032 7.1 * 0.88 3,217 ▲ 4.9 34.9 2,993 ▲ 4.2 37.3

25年 1～ 3月 34,254 ▲ 4.3 21,007 13.0 * 0.64 10,124 ▲ 5.1 9,098 7.0 * 0.96 3,048 ▲ 3.5 30.1 2,945 ▲ 2.1 32.4

 4～ 6月 35,363 ▲ 5.5 22,001 12.3 * 0.70 9,860 ▲ 7.3 9,029 7.4 * 1.04 3,688 ▲ 6.1 37.4 3,483 ▲ 6.3 38.6

 7～ 9月 31,287 ▲ 2.8 23,462 12.0 * 0.70 7,826 ▲ 0.1 9,829 7.9 * 0.97 3,165 ▲ 2.8 40.4 2,964 ▲ 3.0 30.2

10～12月 30,191 ▲ 4.9 24,208 13.7 * 0.74 8,692 ▲ 5.7 9,119 13.5 * 1.06 3,241 0.7 37.3 3,008 0.5 33.0

（注）1. 数値は、原数値で月平均値である。

      2. ＊印は、四半期の求人倍率（新規・有効）で、季節調整値である。

      3. 就職率＝（就職件数／新規求職申込件数）×100。充足率＝（充足数／新規求人数）×100。

      4. ▲は、減少である。

充足数
充足率

月間有効求職者数 月間有効求人数 有　　効 新規求職申込件数 新規求人数

求人倍率 求人倍率

新　　規 就職件数
就職率



第２表　産業別、規模別一般新規求人状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

25年 24年 対前年同期比（％）
（人） （人） 年計 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

産 Ａ,Ｂ　農,林,漁業（01～04）　　　 2,144 2,412 ▲ 11.1 ▲ 11.3 ▲ 9.4 ▲ 7.4 ▲ 24.1

業 Ｃ　鉱業,採石業,砂利採取業（05）　　　　　 25 20 25.0 ▲ 20.0 0.0 66.7 66.7

別 Ｄ　建設業（06～08）　　　　 13,701 11,818 15.9 27.2 11.6 10.9 17.0

　　06　総合工事業　　 7,664 6,783 13.0 24.6 13.5 2.9 14.8

Ｅ　製造業（09～32）　　　　 8,615 9,196 ▲ 6.3 ▲ 32.4 ▲ 16.4 1.0 32.3

　　09　食料品製造業　　　　 3,784 4,077 ▲ 7.2 ▲ 27.1 ▲ 9.4 5.9 4.7

　　10　飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　 172 167 3.0 ▲ 18.2 ▲ 20.7 19.4 10.5

　　11　繊維工業　　　　　 1,050 1,038 1.2 ▲ 13.4 5.9 0.8 13.2

　　12　木材・木製品製造業（家具を除く）　 106 88 20.5 42.9 ▲ 12.5 25.0 53.3

　　13　家具・装備品製造業　　 52 39 33.3 0.0 80.0 8.3 50.0

　　14　パルプ・紙・紙加工品製造業　　 54 79 ▲ 31.6 27.3 ▲ 23.8 ▲ 68.0 ▲ 27.3

　　15　印刷・同関連業　 255 284 ▲ 10.2 11.1 12.1 ▲ 19.4 ▲ 36.4

　　16　化学工業 37 51 ▲ 27.5 ▲ 63.6 ▲ 36.4 55.6 ▲ 11.1

　　17　石油製品・石炭製品製造業 19 7 171.4 100.0 400.0 200.0 100.0

　　18　プラスチック製品製造業（別掲を除く） 56 105 ▲ 46.7 ▲ 83.9 ▲ 78.3 30.8 92.3

　　19　ゴム製品製造業 3 4 ▲ 25.0 － － － ▲ 75.0

　　21　窯業・土石製品製造業 238 195 22.1 ▲ 3.6 ▲ 5.2 92.7 24.4

　　22　鉄鋼業 64 56 14.3 46.7 111.1 ▲ 47.4 0.0

　　23　非鉄金属製造業 76 84 ▲ 9.5 ▲ 58.5 ▲ 31.3 106.7 41.7

　　24　金属製品製造業 515 464 11.0 14.9 ▲ 7.4 6.9 31.1

　　25　はん用機械器具製造業 55 54 1.9 33.3 ▲ 8.3 45.5 ▲ 27.3

　　26　生産用機械器具製造業　 127 96 32.3 ▲ 36.4 52.6 42.4 172.7

　　27　業務用機械器具製造業　　 159 229 ▲ 30.6 ▲ 65.5 ▲ 38.7 ▲ 37.3 40.5

　　28　電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　　　 683 1,334 ▲ 48.8 ▲ 77.2 ▲ 70.5 ▲ 42.1 54.0

　　29　電気機械器具製造業 537 378 42.1 ▲ 26.4 40.8 38.9 219.6

　　30　情報通信機械器具製造業　　　　 302 178 69.7 ▲ 80.3 50.0 41.9 1,069.2

　　31　輸送用機械器具製造業 225 142 58.5 ▲ 3.7 ▲ 42.0 32.4 332.1

　　20,32 その他の製造業 46 47 ▲ 2.1 ▲ 10.0 9.1 ▲ 46.7 54.5

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業（33～36）　 150 119 26.1 53.3 21.7 73.1 ▲ 22.5

Ｇ　情報通信業（37～41） 1,201 1,037 15.8 ▲ 15.0 42.0 27.8 13.4

　　39　情報サービス業 861 727 18.4 13.5 58.1 3.1 ▲ 3.5

Ｈ　運輸業,郵便業（42～49）　 6,349 6,300 0.8 4.2 0.9 ▲ 3.6 2.0

Ｉ　卸売業,小売業（50～61）　　 21,106 18,194 16.0 16.6 15.3 12.9 19.7

　　50～55　卸売業 4,088 3,609 13.3 24.8 28.6 0.8 5.3

　　56～61　小売業 17,018 14,585 16.7 14.8 12.5 16.6 23.3

　　56　各種商品小売業　　　 3,141 2,702 16.2 ▲ 16.3 15.7 32.8 47.6

Ｊ　金融業,保険業（62～67）　　 1,024 1,262 ▲ 18.9 ▲ 25.0 ▲ 25.8 ▲ 11.0 ▲ 11.9

Ｋ　不動産業,物品賃貸業（68～70）　　　　 1,646 1,670 ▲ 1.4 ▲ 8.4 ▲ 22.2 0.5 28.1

Ｌ　学術研究,専門・技術サービス業（71～74） 1,827 1,743 4.8 ▲ 23.4 16.3 25.5 0.8

Ｍ　宿泊業,飲食サービス業（75～77） 10,189 9,285 9.7 13.1 7.2 10.6 8.0

　　76　飲食店　　　 7,479 6,309 18.5 29.8 13.2 22.6 9.3

Ｎ　生活関連サービス業,娯楽業（78～80）　　　 4,665 3,936 18.5 16.6 34.3 17.9 6.6

Ｏ　教育,学習支援業（81,82） 1,327 1,359 ▲ 2.4 ▲ 1.4 ▲ 20.9 3.3 14.1

Ｐ　医療,福祉（83～85） 21,770 19,300 12.8 17.2 16.7 8.5 9.1

　　83　医療業 6,402 5,966 7.3 8.6 14.2 5.2 1.3

　　85　社会保険・社会福祉・介護事業 15,314 13,287 15.3 21.6 17.6 9.9 12.4

Ｑ　複合サービス事業（86,87） 1,214 1,131 7.3 ▲ 7.7 ▲ 1.6 1.2 37.4

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの）（88～96） 11,725 10,405 12.7 12.4 6.6 13.2 19.1

　　91　職業紹介・労働者派遣業 3,002 2,441 23.0 ▲ 14.2 20.5 8.6 83.4

　　92　その他の事業サービス業 6,694 6,265 6.8 20.5 ▲ 4.1 16.5 ▲ 3.0

Ｓ,Ｔ　公務（他に分類されるものを除く）・その他（97,98,99） 2,544 2,961 ▲ 14.1 ▲ 16.3 ▲ 13.6 ▲ 31.7 1.1

合計 111,222 102,148 8.9 7.0 7.4 7.9 13.5

事 ２９人以下 73,642 65,769 12.0 10.0 10.5 10.7 17.1

業 ３０～９９人 24,989 23,680 5.5 5.5 3.6 6.7 6.2

所 １００～２９９人 9,698 9,449 2.6 ▲ 4.4 ▲ 0.9 4.9 12.5

規 ３００～４９９人 1,633 1,590 2.7 ▲ 3.7 ▲ 11.8 15.3 14.9

模 ５００～９９９人 616 815 ▲ 24.4 ▲ 42.6 ▲ 21.7 ▲ 39.7 48.0

別 １，０００人以上 644 845 ▲ 23.8 92.7 16.5 ▲ 52.2 ▲ 41.5

（注）　平成19年11月改訂の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。
　　    平成21年3月以前の対前年同期比については、産業分類改定による影響のない産業について表章している。


